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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送受信信号のＲＦ処理を行なうＲＦ送受信処理手段並びにベースバンド処理を行なうベ
ースバンド処理手段と、
　前記ベースバンド処理手段においてスペクトラム・センシングにより他の通信システム
からの送信信号を検出する信号を検出する干渉信号検出手段と、
　前記干渉信号検出手段による検出結果に基づいて、前記他の通信システムに干渉を与え
ないように送信信号の使用周波数帯域の使い分けを行なって、前記他の通信システムに対
する与干渉信号を抑制する与干渉回避手段と、
を具備し、
　前記ＲＦ送受信処理手段は、送信系統において送信チャージ・ドメイン可変フィルタ回
路を備え、
　前記与干渉回避手段は、前記干渉信号検出手段による検出結果に基づいて、前記ベース
バンド処理手段で前記他の通信システムへの与干渉を回避するためのスペクトラム整形を
送信ベースバンド信号に対して施し、前記スペクトラム整形では所望の干渉波抑制レベル
に足りないときに、前記他の通信システムへの与干渉信号成分を抑制するための周波数特
性を持たせるための、前記送信チャージ・ドメイン可変フィルタ回路に対する各制御パラ
メータの設定を行なう、
ことを特徴とする通信装置。
【請求項２】
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　前記ベースバンド処理手段は、ＯＦＤＭ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ
　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ：直交周波数分割多重）変調方式を適用
し、
　前記干渉信号検出手段は、前記ベースバンド処理手段においてＯＦＤＭ復調した後の受
信信号を周波数ドメインで検出することによって前記他の通信システムによる干渉波のあ
る周波数帯域を検出する、
ことを特徴とする請求項１に記載の通信装置。
【請求項３】
　前記干渉信号検出手段により信号を検出したときに、前記ＲＦ送受信処理手段のＲＦ受
信処理において前記他の通信システムからの被干渉信号を抑制する被干渉回避手段をさら
に備える、
ことを特徴とする請求項１に記載の通信装置。
【請求項４】
　前記被干渉回避手段は、前記ＲＦ送受信処理手段の受信系統において受信チャージ・ド
メイン可変フィルタ回路を備えるとともに、前記他の通信システムからの被干渉信号成分
を抑制するための周波数特性を持たせるための、前記受信チャージ・ドメイン可変フィル
タ回路に対する各制御パラメータの設定を行なう、
ことを特徴とする請求項３に記載の通信装置。
【請求項５】
　前記被干渉回避手段は、前記他の通信システムから被る干渉波レベルが高く、希望受信
信号レベルが相対的に低いときに、前記他の通信システムからの被干渉信号を抑制するた
めの動作を行なう、
ことを特徴とする請求項３に記載の通信装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、既存の通信システムとの干渉を回避し共存を図りながら無線通信動作を行な
う通信装置に係り、特に、無線機が周囲の無線環境の把握し、その結果を用いて適応的に
無線機の通信パラメータを切り替えることによって利用する周波数をフレキシブルに選択
する通信装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の無線技術の普及に伴い、周波数資源不足の問題が顕在化している。その解決手法
として、ミリ波の新規開拓と、従来からのマイクロ波の有効活用が挙げられる。後者の方
法として、既存の通信システムへの与干渉を回避して共存するための適応的に最適な通信
を行なう「コグニティブ（ｃｏｇｎｉｔｉｖｅ）無線」技術に注目が集まっている。
【０００３】
　コグニティブ無線通信は、干渉を与えないことを前提として、他の通信システム若しく
は無線通信装置に本来割り当てられている周波数帯を一時的に共用するものである。コグ
ニティブ無線は、具体的には、端末や基地局などの無線機が周囲の無線環境の把握し、そ
の結果を用いて適応的に無線機の通信パラメータを切り替えることによって利用する周波
数をフレキシブルに選択することによって実現される。コグニティブ無線技術は、積極的
に周波数の有効利用が図れることから、周波数割り当てから始まる従来の無線システムの
あり方を根本から大きく変え得る技術として、近年非常に期待されている通信技術である
。例えば、ＩＥＥＥ８０２．２２では、コグニティブ無線標準化が進められている。
【０００４】
　コグニティブ無線通信では、利用する無線通信チャネルが常に利用できる環境にあると
限らないことから、周波数帯が使用されていないかを定期的に検査する必要があり、通信
時間と比較して検査にかける時間の比率が大きくなるという問題がある。例えば、第１の
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時間の間で検査を行なうとともに、第１の時間との合計が一定となる第２の時間を利用し
てデータ通信を行ない、検査を通じて選択した周波数帯域に応じて第１の時間及び第２の
時間を決定することで効率的なコグニティブ無線を行なう無線通信装置について提案がな
されている（例えば、特許文献１を参照のこと）。
【０００５】
　周波数の有効利用という観点から、同一周波数帯域を共用して利用する場合には、既存
の無線システムとコグニティブ無線システムとの関係が重要となる。１つの無線機が、既
存の通信システムの存在下で複数の周波数帯域を通信帯域の候補として、その帯域を周囲
の無線環境に応じて使い分けることを、ダイナミック・スペクトル・アクセス（Ｄｙｎａ
ｍｉｃ　Ｓｐｅｃｔｒｕｍ　Ａｃｃｅｓｓ：ＤＳＡ）と呼ぶ。ここで、既存無線システム
を「プライマリ・システム」とし、コグニティブ無線システムを「セカンダリ・システム
」とすると、ＤＳＡにおいてはセカンダリ・システムからプライマリ・システムへの与干
渉、並びに、プライマリ・システムからセカンダリ・システムへの被干渉をそれぞれ最小
にする必要がある（図４を参照のこと）。
【０００６】
　ＤＳＡにおける周波数共用手法として最も注目されている方式は、プライマリ・システ
ムによる干渉管理がなく、セカンダリ・システムが自律的にプライマリ・システムに影響
を与えないように通信パラメータを決定して通信を行なう方式である。
【０００７】
　与干渉を抑制する技術として、ローバンドを用いたＵＷＢ無線システムに対して適用さ
れるＤＡＡ（Ｄｅｔｅｃｔ　ａｎｄ　Ａｖｏｉｄ）が知られている。例えば、マルチバン
ドＯＦＤＭ通信システムにおいて、受信機側でＬｏｗ－ＩＦ方式を採用することで、自分
自身のローカル周波数近傍に不感帯が生じることはなくなるとともに、送信機側でＺｅｒ
ｏ－ＩＦ方式を採用することで、直交変調時におけるＩＱ信号の振幅並びに位相の誤差に
起因するイメージ・スプリアスが生成されなくなる。これによって、ＤＡＡのうちアボイ
ダンスをサブバンド単位及びサブキャリア単位の双方において同時に行なう必要はなくな
り、ベースバンド部でのＤＡＡ対策の負荷を軽減することができる（例えば、特許文献２
を参照のこと）。
【０００８】
　また、受信アナログ信号をデジタル変換処理する前にその信号レベルを検出してＤＡＡ
の判定を行ない、他の通信システムからの妨害波が検知されるとさらに周波数選択作用を
持つデジタル回路を駆動させ、妨害波となる狭帯域信号をサブキャリア単位でＤＡＡ判定
し、送信系では妨害波のある周波数帯域にのみ切り欠きを入れＵＷＢ通信を行なう無線通
信装置について提案がなされており、ＯＦＤＭ変調方式を採用したＵＷＢ通信において、
より少ない消費電力で妨害波を検出するとともに、周波数利用効率を考慮した干渉回避を
行なうことができる（例えば、特許文献３を参照のこと）。
【０００９】
　しかしながら、ＤＡＡはＵＷＢ無線システムにかなり特化した技術であり、より広い意
味での一般的なコグニティブ無線システムに対応させることは難しいと思料される。
【００１０】
【特許文献１】特開２００７－６０４１０号公報
【特許文献２】特開２００７－２５８９０４号公報
【特許文献３】特開２００７－１６６０６８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の目的は、無線機が周囲の無線環境の把握し、その結果を用いて適応的に無線機
の通信パラメータを切り替えることによって利用する周波数をフレキシブルに選択して、
コグニティブ無線を好適に実現することができる、優れた通信装置を提供することにある
。
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【００１２】
　本発明のさらなる目的は、コグニティブ無線システムの通信機として、干渉管理しない
既存無線システムへの与干渉と、既存無線システムからの非干渉をそれぞれ最小にするよ
う自律的に通信パラメータを決定して通信を行なうことができる、優れた通信装置を提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、上記課題を参酌してなされたものであり、
　送受信信号のＲＦ処理を行なうＲＦ送受信処理手段並びにベースバンド処理を行なうベ
ースバンド処理手段と、
　他の通信システムからの送信信号を検出する信号を検出する信号検出手段と、
　前記干渉信号検出手段により信号を検出したときに、前記ＲＦ送受信処理手段のＲＦ送
信処理において前記他の通信システムに対する与干渉信号を抑制する与干渉回避手段と、
を具備することを特徴とする通信装置である。
【００１４】
　周波数資源枯渇の観点から、コグニティブ無線技術に注目が集まってきている。一般的
なコグニティブ無線システムは、プライマリ・システムによる干渉管理がなく、セカンダ
リ・システムが自律的に通信を行なうという周波数共用方式により実現する。
【００１５】
　与干渉を抑制する技術として、妨害波のある周波数帯域にのみ切り欠きを入れて通信を
行なうＤＡＡ（Ｄｅｔｅｃｔ　ａｎｄ　Ａｖｏｉｄ）が知られているが、これはＵＷＢ無
線システムにかなり特化した技術であり、より広い意味での一般的なコグニティブ無線シ
ステムに対応させることは難しい。例えば、与干渉回避のためのスペクトラム整形処理を
ベースバンド信号に対してのみ施したのでは、ＲＦ処理の際に生じる歪みを除去できない
ことから、プライマリ・システムが希望する干渉波抑圧レベルにまで届かないと思料され
る。
【００１６】
　本発明に係る通信装置は、プライマリ・システムによる干渉管理がなく、セカンダリ・
システムが自律的に通信を行なって周波数共用方式を実現するという一般的なコグニティ
ブ無線システムにおいて、送受信系統のそれぞれのＲＦ処理部において、チャージ・ドメ
イン可変フィルタ回路を積極的に用いている。
【００１７】
　ここで、チャージ・ドメイン可変フィルタ回路は、クロック周波数やチャージ・サンプ
ル・ユニットの組み合わせで構成される伝達関数を制御することで、フィルタ回路自身の
周波数特性を変化させたり、ノッチ特性を追加したりすることができる。
【００１８】
　本発明に係る通信装置は、ＲＦ送信処理部にチャージ・ドメイン可変フィルタ回路を配
設し、同フィルタ回路に対してＤＳＡ制御を積極的に行ない、プライマリ・システムへの
与干渉信号成分を抑制するための周波数特性を持たせるためのパラメータ設定を行なう。
これによって、従来に比べるとばらつきの少ないフィルタリング動作が可能となり、プラ
イマリ・システムとセカンダリ・システム間での相互干渉を精度よく、低コスト且つ低消
費電力にて回避することができる。
【００１９】
　本発明に係る通信装置によれば、一般的なコグニティブ無線システムにおいて、積極的
に周波数の有効利用を図ることができるので、周波数資源不足の抜本的な対策としても効
果を奏する。
【００２０】
　プライマリ・システムから送信される信号は、スペクトラム・センシング方法により検
出することができる。例えば、ベースバンド処理部においてＯＦＤＭ変調方式を適用する
場合には、ＯＦＤＭ復調した後の受信信号を周波数ドメインで検出することによって、プ



(5) JP 4548512 B2 2010.9.22

10

20

30

40

50

ライマリ・システムによる干渉波のある周波数帯域を検出することができる。
【００２１】
　この場合、ベースバンド処理部において、プライマリ・システムに干渉を与えるサブキ
ャリアに対してノッチを入れることによっても、与干渉をある程度抑制することができる
。したがって、ベースバンド処理部におけるスペクトラム整形では所望の干渉波抑制レベ
ルに足りないときに、送信チャージ・ドメイン可変フィルタ回路を用いて与干渉信号を抑
制するための動作を行なうようにしてもよい。
【００２２】
　また、本発明に係る通信装置は、ＲＦ処理段において、与干渉回避手段だけでなく、被
干渉回避手段をさらに備えていてもよい。被干渉回避手段は、ＲＦ受信系統において受信
チャージ・ドメイン可変フィルタ回路を備えることで実現し、プライマリ・システムから
の被干渉信号成分を抑制するための周波数特性を持たせるための、前記受信チャージ・ド
メイン可変フィルタ回路に対する各制御パラメータの設定を行なう。
【００２３】
　例えば、プライマリ・システムから被る干渉波レベルが高く、セカンダリ・システム希
望受信信号レベルが相対的に低いときに、プライマリ・システムからの被干渉信号を抑制
するための動作を行なうことによって、実質的に受信感度レベルを改善することができる
。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、無線機が周囲の無線環境の把握し、その結果を用いて適応的に無線機
の通信パラメータを切り替えることによって利用する周波数をフレキシブルに選択して、
コグニティブ無線を好適に実現することができる、優れた通信装置を提供することができ
る。
【００２５】
　また、本発明によれば、コグニティブ無線システムの通信機として、干渉管理しない既
存無線システムへの与干渉と、既存無線システムからの非干渉をそれぞれ最小にするよう
自律的に通信パラメータを決定して通信を行なうことができる、優れた通信装置を提供す
ることができる。
【００２６】
　本発明のさらに他の目的、特徴や利点は、後述する本発明の実施形態や添付する図面に
基づくより詳細な説明によって明らかになるであろう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下、図面を参照しながら本発明の実施形態について詳解する。
【００２８】
　図１には、本発明の一実施形態に係る通信装置のハードウェア構成を模式的に示してい
る。図示の通信システムは、プライマリ・システムによる干渉管理がなく、セカンダリ・
システムが自律的に通信を行なって周波数共用方式を実現するものである。
【００２９】
　同図において、送受信兼用のアンテナ１及びＲＦバンドパス・フィルタ（ＢＰＦ）回路
２によって、使用周波数帯域外の不要信号を減衰させ、使用周波数の信号のみを通過させ
る。同図では、アンテナ・スイッチ３を用いて受信信号と送信信号を分離しているが、デ
ュプレクサなど他の手段を用いることもできる。
【００３０】
　まず受信系統について説明する。
【００３１】
　受信された高周波信号は、低雑音増幅器（Ｌｏｗ　Ｎｏｉｓｅ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ：
ＬＮＡ）１１により低雑音増幅され、続くダウンコンバータ１２ではローカル発振器（Ｌ
ｏｃａｌ　Ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ）３１からのローカル周波数を用いてＲＦ帯の受信信号
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をベースバンド信号帯域へ周波数変換する。但し、本発明の要旨は特定のダウンコンバー
タの方式に限定されるものではなく、例えばＺｅｒｏＩＦ方式あるいはＬｏｗＩＦ方式の
いずれも適用することができる。
【００３２】
　ベースバンド信号帯域へ変換された受信信号は、続いて広帯域のＯＴＡ(Ｏｐｅｒａｔ
ｉｏｎａｌ　Ｔｒａｎｓｃｏｕｄｕｃｔａｎｃｅ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ)１３により電圧
－電流変換される。
【００３３】
　続くチャージ・ドメイン可変フィルタ回路１４は、クロック周波数とチャージ・サンプ
ル・ユニットの組み合わせで構成される伝達関数を制御することで、当該フィルタ回路１
４自身の周波数特性を変化させたり、ノッチ特性を追加したりすることができる。
【００３４】
　チャージ・ドメイン可変フィルタ回路１４の各パラメータは、後段のＤＳＡ制御部４３
によりダイナミックに制御される。チャージ・ドメイン可変フィルタ回路１４に対しては
、周波数特性設定、キャパシタ特性設定、回路モード切り替えなどを行なう必要がある。
ローカル発振器３１はＤＳＡ制御部４３からの周波数選択制御信号に従ったローカル周波
数信号を生成し、チャージ・ドメイン用クロック生成部３２はこのローカル周波数信号か
ら位相の異なる複数のクロック信号を生成してチャージ・ドメイン可変フィルタ回路１４
に供給する。また、ＤＳＡ制御部４３は、キャパシタ容量の変化量並びに変換するタイミ
ング、回路モードの指示をチャージ・ドメイン可変フィルタ回路１４に与える。
【００３５】
　ここで、チャージ・ドメイン可変フィルタ回路については近年、注目を集めているフィ
ルタ回路であり、チャージ・シェアリングによる信号の受け渡しを行なうことで離散時間
でのサンプリング・フィルタ回路として、例えばＦＩＲ（Ｆｉｎｉｔｅ　Ｉｍｐｕｌｓｅ
　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ：有限インパルス応答）フィルタ回路を構成することができる。一般
に、チャージ・ドメイン可変フィルタ回路では、主たる回路構成要素がスイッチ（ＭＯＳ
（Ｍｅｔａｌ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）スイッチ）やトランスコンダ
クタ（ＭＯＳ容量）であることから、従来のＣＭＯＳ（Ｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙ　Ｍ
ＯＳ）アナログ設計手法よりも、電源電圧に対する制約を受け難く、ＣＭＯＳプロセスの
微細化の恩恵を積極的に利用できるなどの利点がある。また、ＧＨｚ帯のＲＦ信号を直接
サンプリングしたり、フィルタリングしたりすることが可能である。
【００３６】
　例えば、Ａｔｓｕｓｈｉ　Ｙｏｓｈｉｚａｗａ、Ｓａｃｈｉｏ　Ｉｉｄａ共著“Ａ　Ｇ
ａｉｎ－Ｂｏｏｓｔｅｄ　Ｄｉｓｃｒｅｔｅ－Ｔｉｍｅ　Ｃｈａｒｇｅ－Ｄｏｍａｉｎ　
ＦＩＲ　ＬＰＦ　ｗｉｔｈ　Ｄｏｕｂｌｅ－Ｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙ　ＭＯＳ　Ｐａ
ｒａｍｅｔｒｉｃ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒｓ”（２００８　ＩＥＥＥ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉ
ｏｎａｌ　Ｓｏｌｉｄ－Ｓｔａｔｅ　Ｃｉｒｃｕｉｔｓ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｐ．６
８－６９）や、本出願人に既に譲渡されている特願２００６－２４６００１号明細書など
に記載されている技術を用いることで、利得調整機能を持ったバラツキの少ないチャージ
・ドメイン可変フィルタ回路を容易に実現することができる。
【００３７】
　チャージ・ドメイン可変フィルタ回路１４内のチャージ・サンプル・ユニットの可変容
量に制御信号を与えることにより、一般の受信機に必要な利得可変機能、すなわち受信信
号を常に最適なダイナミックレンジで量子化できるようにＡＧＣ（Ａｕｔｏ　Ｇａｉｎ　
Ｃｏｎｔｒｏｌ）制御を行なう際の動作を一部担わせることが可能となる。仮にチャージ
・ドメイン可変フィルタ回路１４のみで十分なＡＧＣ制御を行なうことができない場合に
は、後段のＰＧＡ（Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｉｎ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ）１５に
おいてさらに詳細に利得を調整する。具体的には、ＡＧＣ制御部４１は、ベースバンド復
調部４２におけるベースバンド信号の復調結果に基づいて、利得調整のための信号を生成
して、ＰＧＡ１５に供給する。
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【００３８】
　また、本実施形態では、受信系統のチャージ・ドメイン可変フィルタ回路１４は、受信
ベースバンド信号を整形してプライマリ・システムからの干渉信号成分を減衰して被干渉
を回避する目的でも利用される（後述）。コグニティブ無線通信システムでは、与干渉回
避はセカンダリ・システムにとって前提（必須）の要件であるが、被干渉回避は任意であ
る。
【００３９】
　チャージ・ドメイン可変フィルタ回路１４、さらにはその後段のＰＧＡ１５によりＡＧ
Ｃ制御された受信信号は、アナログ／デジタル変換回路（ＡＤＣ）１６に入力され、デジ
タル信号に変換される。
【００４０】
　その後、デジタル受信信号は、ベースバンド復調部４２において復調処理が行なわれた
後、受信データとして上位層プロトコル（図示しない）に渡される。本実施形態では、ベ
ースバンド信号に対する変調方式として、例えばＯＦＤＭ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒ
ｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ：直交周波数分割多重）
を適用することが挙げられる。同方式では、各サブキャリアがシンボル区間内で相互に直
交するように各キャリアの周波数が設定されている。サブキャリアが互いに「直交」する
とは、任意のサブキャリアのスペクトラムのピーク点が常に他のサブキャリアのスペクト
ラムのゼロ点と一致し、互いにクロストークがないことを意味し、各キャリアの帯域が狭
帯域となり、周波数利用効率が非常に高く、周波数選択性フェージング妨害に強いという
特徴がある。
【００４１】
　一般に、ＯＦＤＭを用いた通信方式では、ベースバンド復調部４２内にＦＦＴ（Ｆａｓ
ｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ：高速フーリエ変換器）（図示しない）を備え
ており、周波数ドメインで信号を検出することによって、比較的に容易にプライマリによ
る干渉波のある周波数帯域（サブキャリア）を検査することができる。ここで、干渉信号
検出方法としては、セカンダリ・システム自身の希望受信信号のレプリカをすべての受信
信号からキャンセルすることによって、さらに検出レベルを向上させることも可能である
。
【００４２】
　ＤＳＡ制御部４３は、ベースバンド復調部４２より検出したプライマリ・システムの干
渉波レベルと周波数情報を基にして、セカンダリ・システムとして、プライマリ・システ
ムに干渉を与えないように、使用周波数帯域の使い分けを行なう。例えば、ＬＯ(局部発
振器)３１に対してプライマリ・システムに干渉を与えない周波数を選択させるための制
御や、ベースバンド処理としてベースバンド変調部４４においてスペクトラム整形処理（
例えば、プライマリ・システムに干渉を与えるサブキャリアに対してノッチを入れる）の
ための制御を行なう。しかしながら、セカンダリ・システムとして送信する場合、一般に
ベースバンド変調信号に対する処理のみでは、ＲＦ処理の際に生じる歪みを除去できない
ことから、プライマリ・システムが希望する干渉波抑圧レベルにまで届かない。したがっ
て、本発明者らは、プライマリ・システムに対し十分なＱｏＳ（Ｑｕａｌｉｔｙ　ｏｆ　
Ｓｅｒｖｉｃｅ）を達成するには、上記のベースバンド信号に対する処理だけでなく、送
信ＲＦ処理部においてもさらに工夫が必要であると思料する。
【００４３】
　プライマリ・システムに対する与干渉の問題を踏まえ、続いて送信系統について説明す
る。
【００４４】
　ベースバンド変調部４４では、上位層プロトコル（図示しない）から要求される送信デ
ータに対し、ＯＦＤＭなど所定の変調処理を施す。この場合、ベースバンド変調部４４内
にＩＦＦＴ（Ｉｎｖｅｒｓｅ　ＦＦＴ：逆高速フーリエ変換器）（図示しない）を備え、
周波数ドメインの信号を時間ドメインの信号に変換する。また、上述したように、ベース
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バンド変調部４４は、送信ベースバンド信号に対し、（プライマリ・システムに干渉を与
えるサブキャリアに対してノッチを入れるなどの）スペクトラム整形を行なう。但し、一
般にベースバンド変調信号に対する処理のみでは、ＲＦ処理の際に生じる歪みにより、プ
ライマリ・システムに対する与干渉信号成分を十分には除去できないと思料される（前述
）。
【００４５】
　続いて、ベースバンド信号をデジタル／アナログ変換器（ＤＡＣ）２４によりアナログ
信号に変換し、以降は送信ＲＦ処理が施される。なお、ＤＡＣは電流加算型回路で構成さ
れることが多い。電流加算型のＤＡＣは、基本的には、デジタル波形信号の各ビット位置
に対応させて電流セルを並列に配置し、各電流セルを通過する電流を加算したものを出力
電流とすることから、その直後の、チャージ・ドメイン（電荷領域）にて信号の演算処理
を行なうチャージ・ドメイン可変フィルタ回路２３との相性がよい。
【００４６】
　チャージ・ドメイン可変フィルタ回路２３は、クロック周波数とチャージ・サンプル・
ユニットの組み合わせで構成される伝達関数を制御することで、当該フィルタ回路２３自
身の周波数特性を変化させたり、ノッチ特性を追加したりすることができる（同上）。チ
ャージ・ドメイン可変フィルタ回路２３の各パラメータは、ＤＳＡ制御部４３によりダイ
ナミックに制御される（チャージ・ドメイン可変フィルタ回路２３には、チャージ・ドメ
イン用クロック生成部３２から位相の異なる複数のクロック信号が供給されるとともに、
ＤＳＡ制御部４３からキャパシタ容量の変化量並びに変換するタイミング、回路モードの
指示が与えられる）。
【００４７】
　本実施形態では、ＲＦ段において送信ベースバンド信号をさらに整形して、プライマリ
・システムに対する与干渉信号成分を減衰し、与干渉を回避するというコグニティブ無線
の前提条件を満たすために、受信系統とともに送信系統においてもチャージ・ドメイン可
変フィルタ回路２３が利用される。
【００４８】
　ここで、ＤＳＡ制御部４３は、送信処理に先立つ受信処理において、プライマリ・シス
テムの干渉波レベルと周波数情報を既に検出してある（前述）。したがって、ＤＳＡ制御
部４３は、チャージ・ドメイン可変フィルタ回路２３に対して各パラメータを制御するこ
とにより、ベースバンド変調部４４におけるスペクトラム整形処理（前述）では干渉波抑
圧レベルに足りない分を、ＲＦアナログ信号処理の段階で抑圧することが可能となる。
【００４９】
　チャージ・ドメイン可変フィルタ回路２３に対してＤＳＡ制御を積極的に行なうことに
よって、従来に比べるとばらつきの少ないフィルタリング動作が可能となり、プライマリ
・システムとセカンダリ・システム間での相互干渉を精度よく、低コスト且つ低消費電力
にて回避することができる、という点を十分理解されたい。
【００５０】
　その後、送信ＲＦ信号は、後続のアップコンバータ２２にて前述のプライマリ・システ
ムに干渉を与えないように選択されたＬＯ（局部発振器）３１からのローカル信号を用い
て、使用する帯域へと周波数変換される。但し、本発明の要旨は特定のアップコンバータ
の方式に限定されるものではなく、例えばＺｅｒｏＩＦ方式あるいはＬｏｗＩＦ方式のい
ずれも適用することができる（同上）。
【００５１】
　そして、電力増幅器（Ｐｏｗｅｒ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ：ＰＡ）２１によりＲＦ送信信
号は所望のレベルまでに増幅され、さらにＲＦバンドパス・フィルタ回路２によって使用
周波数帯域外の不要信号を減衰させた後、アンテナ１から空中へ放出される。
【００５２】
　また、コグニティブ無線のセカンダリ・システムにおいては、与干渉回避は前提（必須
）の要件である一方、被干渉回避は任意であるが、受信系統のチャージ・ドメイン可変フ
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ィルタ回路１４を用いてＲＦ処理段においてプライマリ・システムからの被干渉回避を行
なうことで、実質的な受信感度レベルを改善することができる。特に、プライマリ・シス
テムから被る干渉波レベルが高く、セカンダリ・システムの希望受信信号レベルが相対的
に低い場合には、被干渉回避は効果的である。この場合、チャージ・ドメイン可変フィル
タ回路１４の各パラメータは、ＤＳＡ制御部４３によりダイナミックに制御される（チャ
ージ・ドメイン可変フィルタ回路２３には、チャージ・ドメイン用クロック生成部３２か
ら位相の異なる複数のクロック信号が供給されるとともに、ＤＳＡ制御部４３からキャパ
シタ容量の変化量並びに変換するタイミング、回路モードの指示が与えられる）。
【００５３】
　なお、図１に示した例では、チャージ・ドメイン可変フィルタ回路１４のみで十分なＡ
ＧＣ制御を行なうことができない場合には、ＰＧＡ１５を用いて詳細な利得調整を行なう
ように構成される（前述）。但し、ＰＧＡ１５の代わりに、アナログ制御電圧で利得可変
動作するＶＧＡ（Ｖａｒｉａｂｌｅ　Ｇａｉｎ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ）でも構わない。図
２には、チャージ・ドメイン可変フィルタ回路１以降においてＶＧＡ１７を用いて詳細な
利得調整を行なう装置構成について示している。具体的には、ＡＧＣ制御部４５は、ベー
スバンド復調部４２におけるベースバンド信号の復調結果に基づいて利得調整のための信
号を生成し、これをＤＡＣ４６にてアナログ信号に変換してからＶＧＡ１７に供給する。
【００５４】
　上述したようにＤＳＡ制御部４３によりチャージ・ドメイン可変フィルタ回路２３並び
に１４をダイナミックに制御して、与干渉、被干渉を抑制するには、受信信号に含まれる
プライマリ・システムからの送信信号を高精度で検出する必要がある。干渉信号検出には
、「スペクトル・センシング」と呼ばれる技術を適用される。スペクトル・センシングに
関してはさまざまな手法が提案されているが、本発明の要旨は特定の手法に限定されるも
のではなく、セカンダリ・システムに適したものを適宜採用することができるものとする
。
【００５５】
　また、ＤＳＡ制御部４３からは、送信系統並びに受信系統に配設されたチャージ・ドメ
イン可変フィルタ回路２３並びに１４に対してパラメータを供給する。ここで、図１若し
くは図２に示した通信装置がＴＤＤ（Ｔｉｍｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｄｕｐｌｅｘ：時分
割双方向）通信を行なう場合、すなわち送受信系統が同じ周波数帯を使用するときには、
チャージ・ドメイン可変フィルタ回路２３並びに１４に供給するパラメータは同じとする
ことができる。他方、ＦＤＤ（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ＤＩｖｉｓｉｏｎ　Ｄｕｐｌｅｘ：
周波数分割双方向）通信を行なうときには、プライマリ・システムからの干渉信号成分に
対する送信周波数帯並びに受信周波数帯の相対的関係が相違することから、チャージ・ド
メイン可変フィルタ回路２３並びに１４に供給するパラメータは異なるものとなる。
【００５６】
　図３には、図１若しくは図２に示した通信装置において実行されるＤＳＡ動作の処理手
順をフローチャートの形式で示している。与干渉回避並びに被干渉回避の動作がＲＦ処理
段にて行なわれる点に主な特徴があることを理解されたい。
【００５７】
　初期受信モードとして、プライマリ受信動作が開始すると、まず、スペクトル・センシ
ング動作を実行して、プライマリ・システムからの送信信号を検出する（ステップＳ１）
。スペクトル・センシングの一例として、ベースバンド復調部４２内にＦＦＴにより、干
渉波のある周波数帯域（サブキャリア）を検査する（前述）。
【００５８】
　ここで、プライマリ・システムからの送信信号を検出できたときには（ステップＳ２の
Ｙｅｓ）、ＤＳＡ制御部４３は、ベースバンド復調部４２より検出したプライマリ・シス
テムの干渉波レベルと周波数情報を基にして、セカンダリ・システムとして、プライマリ
・システムに干渉を与えないように、使用周波数帯域の使い分けを行なう（ステップＳ３
）。具体的には、ＬＯ(局部発振器)３１に対してプライマリ・システムに干渉を与えない



(10) JP 4548512 B2 2010.9.22

10

20

30

40

50

周波数を選択させるための制御や、ベースバンド処理としてベースバンド変調部４４にお
いて送信信号に対するスペクトラム整形処理（例えば、プライマリ・システムに干渉を与
えるサブキャリアに対してノッチを入れる）のための制御を行なう。
【００５９】
　次いで、プライマリ・システムにおいて十分なＱｏＳを実現するには、さらに送信側の
チャージ・ドメイン可変フィルタ回路２３を用いてＲＦ処理段でもスペクトラム整形が必
要かどうかをチェックする（ステップＳ４）。
【００６０】
　そして、ＲＦ処理段でもスペクトラム整形が必要となる場合には（ステップＳ４のＹｅ
ｓ）、ＤＳＡ制御部４３は、チャージ・ドメイン可変フィルタ回路２３の各パラメータを
ダイナミックに制御する（ステップＳ５）。そして、チャージ・ドメイン可変フィルタ回
路２３の各パラメータを終えた後、並びに、プライマリ・システムからの送信信号が検出
されなかったときや（ステップＳ２のＮｏ）、与干渉回避のためにＲＦ処理段でのスペク
トラム整形は不要であるときには（ステップＳ４のＮｏ）、セカンダリ・システムの通信
機としてデータ送信動作を開始する（ステップＳ６）。
【００６１】
　次いで、受信系統のチャージ・ドメイン可変フィルタ１４による被干渉信号の除去がさ
らに必要であるかどうかをチェックする（ステップＳ７）。
【００６２】
　ここで、セカンダリ・システムにおいてプライマリ・システムからの被干渉信号の除去
は必須ではない。受信系統のチャージ・ドメイン可変フィルタ１４による被干渉信号の除
去が必要な場合として、例えば、プライマリ・システムから被る干渉波レベルが高く、セ
カンダリ・システムの希望受信信号レベルが相対的に低い場合を挙げることができる。
【００６３】
　受信系統のチャージ・ドメイン可変フィルタ１４による被干渉信号の除去が必要なとき
には（ステップＳ７のＹｅｓ）、ＤＳＡ制御部４３は、チャージ・ドメイン可変フィルタ
回路１４の各パラメータをダイナミックに制御する（ステップＳ８）。また、プライマリ
・システムからの被干渉回避が不要なときには（ステップＳ７のＮｏ）、ステップＳ８は
スキップされる。そして、セカンダリ・システムの通信機としてデータ受信動作も開始す
る。
【産業上の利用可能性】
【００６４】
　以上、特定の実施形態を参照しながら、本発明について詳解してきた。しかしながら、
本発明の要旨を逸脱しない範囲で当業者が該実施形態の修正や代用を成し得ることは自明
である。
【００６５】
　本発明に係る通信装置は、プライマリ・システムによる干渉管理がなく、セカンダリ・
システムが自律的に通信を行なって周波数共用方式を実現するという一般的なコグニティ
ブ無線システムにおけるセカンダリ・システムに適用される。同通信装置は、ＲＦ送受信
処理部が周波数帯域や帯域幅の範囲がより柔軟であり、さまざまな使用周波数並びに通信
方式に対応するが可能であり、自ら空いている周波数帯域を探し出しその帯域を利用して
無線通信を行なうことができる。
【００６６】
　本発明に係る通信装置は、コグニティブ無線を適用することができるが、同様の技術を
ソフトウエア無線やリコンフィギュラブル無線にも適用することができる。
【００６７】
　また、本明細書ではベースバンド信号の変調方式にＯＦＤＭを用いた実施形態を中心に
説明してきたが、本発明は与干渉さらには非干渉を回避するためのスペクトラム整形をＲ
Ｆ処理部において行なう点に主な特徴があるものであり、その要旨は特定の変調方式に限
定されるものではない。勿論、ＯＦＤＭ変調方式を採用すると、ベースバンド処理部にお
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いて干渉信号成分を周波数ドメインで好適に検出することができるが、何らかの方法によ
って受信信号から干渉信号成分を検出することができればさまざまな変調方式を適用する
ことができる。
【００６８】
　要するに、例示という形態で本発明を開示してきたのであり、本明細書の記載内容を限
定的に解釈するべきではない。本発明の要旨を判断するためには、特許請求の範囲を参酌
すべきである。
【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る通信装置のハードウェア構成を模式的に示し
た図である。
【図２】図２は、チャージ・ドメイン可変フィルタ回路１以降においてＶＧＡ１７を用い
て詳細な利得調整を行なう通信装置の構成例を示した図である。
【図３】図３は、図１若しくは図２に示した通信装置において実行されるＤＳＡ動作の処
理手順を示したフローチャートである。
【図４】図４は、プライマリ・システムとセカンダリ・システムからなるコグニティブ無
線システムの構成を模式的に示した図である。
【符号の説明】
【００７０】
　１…送受信兼用アンテナ
　２…ＲＦバンドパス・フィルタ回路
　３…アンテナ・スイッチ
　１１…低雑音増幅器（ＬＮＡ）
　１２…ダウンコンバータ
　１３…ＯＴＡ（Ｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌ　Ｔｒａｎｓｃｏｎｄｕｃｔａｎｃｅ　Ａｍｐ
ｌｉｆｉｅｒ）
　１４…（受信側）チャージ・ドメイン可変フィルタ回路
　１５…ＰＧＡ（Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｉｎ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ）
　１６…アナログ／デジタル変換回路（ＡＤＣ）
　１７…ＶＧＡ（Ｖａｒｉａｂｌｅ　Ｇａｉｎ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ）
　２１…電力増幅器（ＰＡ）
　２２…アップコンバータ
　２３…（送信側）チャージ・ドメイン可変フィルタ
　２４…デジタル／アナログ変換器
　３１…ローカル発振器（ＬＯ）
　３２…チャージ・ドメイン用クロック生成部
　４１…ＡＧＣ（Ａｕｔｏ　Ｇａｉｎ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）制御部
　４２…ベースバンド復調部
　４３…ＤＳＡ（Ｄｙｎａｍｉｃ　Ｓｐｅｃｔｒｕｍ　Ａｃｃｅｓｓ）制御部
　４４…ベースバンド変調部
　４５…ＡＧＣ制御部
　４６…ＤＡＣ
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